







─ Fisher v. University of Texas at Austin,  
136 S. Ct. 2198 （2016） （Fisher II） ─
宮 川 成 雄
Ⅱ　議員定数配分の基礎数として選挙区人口または 
有権者数を利用することと投票権の平等
─ Evenwel v. Abbot, 136 S. Ct. 1120 （2016） ─
𠮷 田 仁 美
Ⅲ　デザイン特許侵害の損害賠償額を 
製品自体の販売利益総額とする下級審判決を見直した事例
─ Samsung Elecs. Co. v. Apple Inc., 137 S. Ct. 429 （2016） ─




─ Fisher v. University of Texas at Austin,  


















者の指標は 2つの小論文の点数（各 1～ 6点の配点）と個人達成点（Personal 






判所の Hopwood v. Texas判決（78 F. 3d 932 （5th Cir.））の判示により違憲と
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されたことをうけて，人種を直接考慮しない入試制度として導入されたもので












素に過ぎない。このように人種は，「 1要素の 1要素の 1要素のそのまた 1要
素」（a factor of a factor of a factor of a factor）（Fisher v. University of Texas at 
Austin, 133 S. Ct. 2411, at 2434 （Ginsberg, J.,） （2013） （Fisher I ））に過ぎないと
評される。
　原告の訴えは，合衆国地方裁判所では斥けられ（Fisher v. University of 
Texas, 645 F. Supp. 2d 587 （2009）），合衆国第 5巡回区控訴裁判所でも斥けら
れたが（Fisher v. University of Texas, 631 F. 3d 213 （2011）），2013年に合衆国
最高裁は原審が平等保護条項の厳格審査（strict scrutiny）を過度に大学に敬譲
して行ったとして，審理を控訴裁判所に差戻した（Fisher I, 133 S. Ct. 2411 
（2013）。控訴裁判所は差戻し審においても UTの入試制度を，平等保護条項に























































































































































































































種的少数者に割り当てた Bakke事件（Regents of the University of California v. 
Bakke, 438 U.S. 265 （1976））（1） で，そのような優遇は違憲とされた。しかし，
同判決の傍論で，人種を決定的要素としてではなく，判断の一要素としてのみ
扱うことは憲法上許容されるとされた。その後，政府契約分野のアファーマテ
ィブ・アクションの判決ではあるが，Adarand Constructors, Inc. v. Pena判決





大学ロースクールのアファーマティブ・アクションを合憲とした Grutter v. 










（ 1）　Bakke判決については，例えば，高橋一修「Regents of the University of 





































M. Garces, Lessons from Social Science for Kennedy’s Doctrinal Inquiry in Fisher 
v. University of Texas II, 64 UCLA L. REV. DISC. 18 （2016）; Scott D. Gerber, 
Clarence Thomas, Fisher v. University of Texas, and the Future of Affirmative 
Action in Higher Education, 50 U. RICH. L. REV. 1169 （2016）; Vinay Harpalani, 
Victory is Defeat: The Ironic Consequence of Justice Scalia’s Death for Fisher v. 




























（ 6）　Gerald Gunther, The Supreme Court, 1971 Term ─ Foreword: In Search of 
Evolving Doctrine on a Changing Court: A Model for a Newer Equal Protection, 
86 HARV. L. REV. 1, 8 （1972）.  しかし，1990年から2003年までの期間で，合衆
国裁判所が厳格審査を適用した事例で約30％が基準を満たすと判示されてお
り，人種の区分の事例でも同程度の割合とされる。Adam Winkler, Fatal in 
Theory and Strict in Fact: An Empirical Analysis of Strict Scrutiny in the Federal 
Courts, 59 VAND. L. REV. 793, 814─16 （2006）.
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人種中立的な代替手段を検討し尽くす必要がないとされたことである。第 3
に，本件の事実関係の特殊性として，UT自身は変更をする権限をもたない州
立法である上位10％法によって，入学許可の大部分が決定されていることであ
る。そして，第 4に，（ 2）で述べたように，人種を考慮した方法が「綿密に
仕立てられているか」についての主張立証が，上訴人・被上訴人双方に課され
る証拠の優越の基準で判断され，違憲性を主張する側にも相対的な立証責任が
課されていることである。違憲性を主張する側は，人種という合憲性が「疑わ
れる区分」が用いられていることを証明すれば，その合憲性の主張立証の責任
が政府側に転換されるという構造にはなっていないのである。つまり，憲法訴
訟における政府側の権力行使に違憲性の強い推定は働いていないことに，「厳
格審査」の緩和の重要な原因があるといえるのではなかろうか。
 （宮川成雄）
